
都タクシー株式会社ほか１４社に対する審決について 

（新潟市等に所在するタクシー事業者による価格カルテル事件） 

 

平成２７年２月２７日 

公 正 取 引 委 員 会  

 

公正取引委員会は，被審人都タクシー株式会社ほか１４社（以下「被審人ら」とい

う。）に対し，平成２４年４月１３日，審判手続を開始し，以後，審判官をして審判

手続を行わせてきたところ，平成２７年２月２７日，被審人らに対し，独占禁止法第

６６条第２項の規定に基づき，被審人らの各審判請求をいずれも棄却する旨の審決を

行った（本件平成２４年（判）第８号ないし第１４号，第１６号ないし第３０号及び

第３２号ないし第３９号審決書については，当委員会ホームページの「報道発表資料」

及び「審決等データベース」参照）。 

 

１ 被審人らの概要 

  別表１の「事業者名」，「本店所在地」及び「代表者」欄記載のとおり。 

 

２ 被審人らの審判請求の趣旨 

別表２のとおり。 

 

３ 主文の内容 

被審人らの各審判請求をいずれも棄却する。 

 

４ 本件の経緯 

平成２３年１２月２１日  排除措置命令及び課徴金納付命令 

平成２４年 ２月１７日  被審人らから審判請求 

 ４月１３日  審判手続開始 

５月２１日  第１回審判 

         ↓ 

平成２６年 １月 ９日  第１０回審判（最終意見陳述を終了） 

１０月２８日  審決案送達 

１１月１１日  審決案に対する異議の申立て及び直接陳述の申出 

平成２７年 １月１４日  直接陳述の聴取 

２月２７日  審判請求を棄却する審決 
 

 

 

 

 

 

 

 

問い合わせ先  公正取引委員会事務総局官房総務課審決訟務室 

電話 ０３－３５８１－５４７８（直通） 

ホームページ  http：//www.jftc.go.jp/ 
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５ 審決の概要 

(1) 原処分の原因となる事実 

被審人らは，他の事業者と共同して，遅くとも平成２２年２月２０日までに，

小型車，中型車，大型車及び特定大型車（注１）の距離制運賃，時間制運賃，時間

距離併用制運賃及び待料金（注２）（以下「特定タクシー運賃」という。）を平成

２１年１０月１日付けで改定された新潟交通圏（注３）に係る自動認可運賃（注４）（以

下「新自動認可運賃」という。）における一定の運賃区分として定められている

タクシー運賃（注５）とし，かつ，小型車については初乗距離短縮運賃（注６）を設定

しないこととする旨を合意（以下「本件合意」という。）することにより，公共

の利益に反して，新潟交通圏におけるタクシー事業（注７）の取引分野における競

争を実質的に制限していた（以下「本件違反行為」という。）。 

被審人らの本件違反行為の実行期間は，独占禁止法第７条の２第１項の規定に

より，別表１の各被審人に係る「実行期間」欄記載のとおりであり，独占禁止法

第７条の２の規定により算出された課徴金の額は，別表１の各被審人に係る「課

徴金額」欄記載のとおりである。 

 
（注１） 「小型車」，「中型車」，「大型車」及び「特定大型車」とは，国土交通省北陸信越運輸局長の

公示（平成１４年７月１日付け公示第１４号）において，それぞれ小型車，中型車，大型車及び特

定大型車とされるものをいう。 

（注２） 「距離制運賃」とは，旅客の乗車地点から降車地点までの運送距離に応じた運賃をいい，「時間

制運賃」とは，旅客が乗車場所として指定した場所に到着した時から旅客の運送を終了するまでの

実拘束時間に応じた運賃をいい，「時間距離併用制運賃」とは，距離制運賃を適用する場合であっ

て，一定速度以下の走行速度になった場合の運送に要した時間を距離に換算し，当該距離制運賃に

加算する運賃をいい，「待料金」とは，旅客の都合により，車両を待機させた場合にその時間に応

じて適用する料金をいう。 

（注３） 国土交通省北陸信越運輸局長の公示（平成１４年７月１日付け公示第１２号）において定められ

ている，平成１７年３月２１日に他の市町村と合併する前の新潟市，同日に新潟市に編入された新

潟県豊栄市及び新潟県中蒲原郡亀田町並びに新潟県北蒲原郡聖籠町の区域をいう。 

（注４） 国土交通省自動車交通局長の通達（平成１３年１０月２６日付け国自旅第１０１号）により，国

土交通省地方運輸局長等が，一定の範囲内において設定し，原価計算書その他運賃及び料金の額の

算出の基礎を記載した書類の提出の必要がないと認める場合として公示することとされているタ

クシー運賃（注５）をいう。 

（注５） 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第９条の３第１項に規定する一般乗用旅客自動車運送

事業の運賃及び料金のうち，タクシー事業（注７）に係るものをいう。 

（注６） 国土交通省自動車交通局長の通達（平成１３年１０月２６日付け国自旅第１００号）により，国

土交通省地方運輸局長等が定めるものによることとされている，短縮した初乗距離（国土交通省自

動車交通局長の上記通達により，国土交通省地方運輸局長等が定めるものによることとされている，

タクシー事業者〔タクシー事業（注７）を営む事業者をいう。以下同じ。〕が初乗運賃を適用する

距離をいう。）に対応した距離制運賃をいう。 

（注７） 道路運送法第３条第１号ハに規定する一般乗用旅客自動車運送事業のうち，福祉輸送サービス 

（身体障害者手帳の交付を受けている者，介護保険法〔平成９年法律第１２３号〕の要介護認定又

は要支援認定を受けている者，単独での移動が困難な者であって単独でタクシーその他の公共交通

機関を利用することが困難な者及び消防機関又は当該機関と連携するコールセンターを介して搬

送事業者による搬送サービスの提供を受ける患者について，福祉輸送自動車（注８）を使用して運

送する役務をいう。）を除くものをいう。 

（注８） 道路運送法施行規則（昭和２６年運輸省令第７５号）第５１条の３第８号に規定する福祉自動車

又は社団法人全国乗用自動車連合会等が実施するケア輸送サービス従事者研修を修了しているこ

と，介護福祉士の資格を有していること，訪問介護員の資格を有していること若しくは居宅介護従

事者の資格を有していることのいずれかを満たす者が乗務する車両をいう。 

 

(2) 本件の争点 

ア 被審人らを含む２６社（以下「２６社」という。）は本件合意をしたか。（争
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点１） 

イ 本件合意は一定の取引分野における競争を実質的に制限するか。具体的には，

２６社の共同行為に正当化理由があるか。（争点２） 

ウ 被審人らに対し排除措置を特に命ずる必要があるか。（争点３） 

(3) 争点に対する判断の概要 

ア 争点１について 

認定事実によれば，２６社は，遅くとも平成２２年２月２０日までに，特定

タクシー運賃について， 

(ｱ) 小型車については，新自動認可運賃における下限運賃として定められてい

るタクシー運賃とし，かつ，初乗距離短縮運賃を設定しないこととする 

(ｲ) 中型車については，新自動認可運賃における下限運賃として定められてい

るタクシー運賃とする 

(ｳ) 大型車については，新自動認可運賃における上限運賃として定められてい

るタクシー運賃とする 

(ｴ) 特定大型車については，新自動認可運賃における上限運賃として定められ

ているタクシー運賃とする 

旨の合意（本件合意）をしたことが認められる。 

  イ 争点２について 

(ｱ) 独占禁止法第２条第６項にいう「一定の取引分野における競争を実質的に

制限する」とは，当該取引に係る市場が有する競争機能を損なうことをいい，

本件のような価格カルテルの場合には，その当事者である事業者らがその意

思で，当該市場における価格をある程度自由に左右することができる状態を

もたらすことをいうと解される。この「一定の取引分野」は，原則として，

違反者のした共同行為が対象としている取引及びそれにより影響を受ける

範囲を検討し，画定されるものと解される。そして，一定の取引分野を画定

するに当たっては，現実に行われている競争関係のみならず，潜在的な競争

関係も考慮される。 

(ｲ) ２６社が行った本件合意の対象である取引及びそれにより影響を受ける

範囲は，新潟交通圏における小型車，中型車，大型車及び特定大型車を包含

するタクシー事業の取引分野であるから，本件における一定の取引分野は，

「新潟交通圏におけるタクシー事業の取引分野」である。 

(ｳ) 平成２２年度の営業収入ベースで約８１．０パーセントもの市場占有率を

持つ２６社が，本件合意をしたものであるから，これにより，２６社がその

意思で，新潟交通圏におけるタクシー事業の取引分野における特定タクシー

運賃をある程度自由に左右することができる状態がもたらされたことが認

められる。 

(ｴ) 行政指導による強制等の観点からの正当化理由が存在するから一定の取

引分野における競争を実質的に制限していない旨の被審人らの主張につい

て 

認定した新潟運輸支局等（国土交通省，同省北陸信越運輸局及び同局新潟

運輸支局をいう。以下同じ。）の担当官の発言からは，新潟運輸支局等が新

潟交通圏のタクシー事業者が新自動認可運賃に移行することが望ましいと

の考えを有していたことが認められ，このことと，特定地域における一般乗

用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法（平成２１年
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法律第６４号）に関する説明会等における担当官の発言も考慮すれば，新潟

運輸支局等の担当官が，新潟交通圏のタクシー事業者又はそれを構成員とす

る事業者団体に対し，具体的な状況は明らかでないものの，新自動認可運賃

へ移行することを促す方向で何らかの働きかけをしたことがうかがわれる。

被審人らはこれを行政指導と主張し，審査官は行政指導ではないと主張する

が，行政指導自体が幅のあるものであるから，上記認定の新潟運輸支局等の

行為を行政指導というかどうかは本件では本質的な問題ではなく，上記行為

の具体的な事柄，内容に即してその性格，効果を検討すれば足りるというべ

きであり，この観点から本件をみると，新潟運輸支局等の担当官の発言は，

新潟交通圏のタクシー事業者を強制的に新自動認可運賃に移行させるよう

な内容のものであったとは認められず，新潟運輸支局等の上記行為は，新自

動認可運賃への移行を促す方向での要望ないし一般的指導の範囲にとどま

るものであり，これを超えて監査や行政処分を背景として，収支状況等を勘

案することなく一律に新自動認可運賃への移行を強制するようなもので

あったとは認めることができない（以下，上記認定の新潟運輸支局等の行為

を「本件指導」という。）。 

２６社が本件指導により新自動認可運賃へ移行するか否かについて意思

決定の自由を失っていたとは認められず，また，新潟運輸支局等が本件指導

を超える行政指導をした事実も認めることはできない。そして，２６社は，

新自動認可運賃への移行を合意したばかりでなく，その意思で新自動認可運

賃の枠内の特定の運賃区分に移行すること及び小型車について初乗距離短

縮運賃を設定しないことまで合意したものであり，結局，２６社は，新潟運

輸支局等の行政指導による強制等により意思決定の自由を失った状況の下

で本件合意をしたものではない。 

(ｵ) 政策判断の観点からの正当化理由が存在するから一定の取引分野におけ

る競争を実質的に制限していない旨の被審人らの主張について 

     本件では，２６社は新自動認可運賃に移行することを合意したばかりでな

く，新自動認可運賃の枠内での特定の運賃区分に移行すること及び小型車に

ついて初乗距離短縮運賃を設定しないことまで合意しており，また，本件指

導は前記(ｴ)で認定したとおりの程度，内容であったところ，新潟運輸支局

等が新潟交通圏のタクシー事業者に対し新自動認可運賃の枠内での特定の

運賃区分に移行することや，小型車について初乗距離短縮運賃を設定しない

ことを求める行政指導をした事実は認められず，２６社が新自動認可運賃に

移行することばかりでなく，新自動認可運賃の枠内での特定の運賃区分に移

行すること及び小型車について初乗距離短縮運賃を設定しないことまで合

意したことは，本件指導の範囲を明らかに超えているから，２６社による共

同行為に正当化理由があるとはいえない。 

(ｶ) 以上によれば，本件において競争の実質的制限が肯定されるから，本件合

意は，独占禁止法第２条第６項の「一定の取引分野における競争を実質的に

制限する」の要件を充足する。 

  ウ 争点３について 

   (ｱ) 平成２３年１月２６日，本件について公正取引委員会が独占禁止法第４７

条第１項第４号の規定に基づく立入検査を行ったこと，及び同日以降，新潟

市ハイヤータクシー協会（以下「市協会」という。）の会合の場で特定タク

4 



シー運賃についての話合いが行われていないことは当事者間に争いがない

から，同日以降，本件合意は事実上消滅しているものと認められる。 

(ｲ) 独占禁止法第７条第２項本文は，違反行為が既になくなっている場合にお

いても，特に必要があると認めるときは，違反行為者に対し，当該行為が既

になくなっている旨の周知措置その他当該行為が排除されたことを確保す

るために必要な措置を命ずることができる旨規定しているところ，同項の

「特に必要があると認めるとき」とは，原処分の時点では既に違反行為はな

くなっているが，当該違反行為が繰り返されるおそれがある場合や，当該違

反行為の結果が残存しており競争秩序の回復が不十分である場合などをい

うものと解される。 

   (ｳ) 本件においては，本件違反行為のような価格カルテルが行われやすい状況

が本件違反行為終了後も継続していたこと，被審人らが本件違反行為を取り

やめたのは自発的意思に基づくものではなく，本件違反行為終了後も違反行

為を行う意欲が消滅していたとは認められないこと，被審人らの協調的な関

係は長期にわたって形成されていたと認められること，市協会及び被審人ら

の一部が過去に公正取引委員会から独占禁止法に基づく法的措置を受けて

いたにもかかわらず，被審人らは本件違反行為に及んでいることが認められ，

これらを総合すれば，被審人らによって，本件違反行為と同様の違反行為が

繰り返されるおそれがあると認められる。また，２６社のうち２５社は，本

件の排除措置命令の時点において，本件合意のとおり変更認可申請し，認可

された特定タクシー運賃の適用を続けており，本件違反行為の結果のほとん

どは残存している。したがって，被審人らに対しては，特に排除措置を命ず

る必要がある。 
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別表１ 

 

事業者名 本店所在地 代表者 
課徴金納付命令 

実行期間 課徴金額 

都タクシー株式会社 
新潟市中央区礎町通二ノ町

２１４２番地１ 

代表取締役 

高橋 良樹 

平成２２年４月５日 

～平成２３年１月２５日 
３４７９万円 

富士タクシー株式会社 
新潟市東区木工新町１１９

３番地８ 

代表取締役 

川口 栄介 

平成２２年４月１５日 

～平成２３年１月２５日 
１４２３万円 

さくら交通株式会社 
新潟市東区豊一丁目１１番

４３号 

代表取締役 

三田 啓祐 

平成２２年４月５日 

～平成２３年１月２５日 
１４０９万円 

第一タクシー株式会社 
新潟市中央区上近江四丁目

１１番１３号 

代表取締役 

金井 正志 

平成２２年４月１０日 

～平成２３年１月２５日 
１３１０万円 

昭和交通観光株式会社 
新潟市江南区東船場五丁目

３番２５号 

代表取締役 

吉川 典雄 

平成２２年３月２９日 

～平成２３年１月２５日 
１１０７万円 

県都タクシー株式会社 
新潟市中央区下所島二丁目

２番１２号 

代表取締役 

佐藤 真一 

平成２２年４月５日 

～平成２３年１月２５日 
１０３９万円 

星山工業株式会社 
新潟市中央区沼垂東六丁目

１番１９号 

代表取締役 

星山 健佑 

平成２２年４月２日 

～平成２３年１月２５日 
１００５万円 

株式会社小針タクシー 
新潟市西区西有明町１０番

２号 

代表取締役 

横木 幸一 

平成２２年４月５日 

～平成２３年１月２５日 
 ７５３万円 

東港タクシー株式会社 
新潟市北区太郎代７１番地

３ 

代表取締役 

山口 道夫 

平成２２年４月１日 

～平成２３年１月２５日 
 ７１６万円 

光タクシー有限会社 
新潟市西区内野町５２５番

地 

代表取締役 

石川 誉士 

平成２２年４月１７日 

～平成２３年１月２５日 
 ６４４万円 

株式会社ＮＫ交通 
新潟市江南区亀田大月二丁

目１番３２号 

代表取締役 

田中 恵子 

平成２２年４月１０日 

～平成２３年１月２５日 
 ６３０万円 

ハマタクシー株式会社 
新潟市北区松浜東町二丁目

４番５８号 

代表取締役 

小林信太郎 

平成２２年４月５日 

～平成２３年１月２５日 
 ５１６万円 

株式会社聖篭タクシー 
新潟県北蒲原郡聖籠町大字

網代浜９０４番地１ 

代表取締役 

高橋 高一 

平成２２年４月１１日 

～平成２３年１月２５日 
 ３９８万円 

都タクシー株式会社 
新潟市北区白新町一丁目９

番６号 

代表取締役 

高橋 良樹 

平成２２年４月５日 

～平成２３年１月２５日 
 ２３６万円 

有限会社東重機運輸 新潟市東区一日市１番地２ 
代表取締役 

飯田 嘉昭 

平成２２年４月１６日 

～平成２３年１月２５日 
 １４８万円 
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別表２ 

 

事業者名 審判事件番号 審判請求の趣旨 

都タクシー株式会社 

（本店所在地が新潟市

中央区の者） 

平成２４年（判）第８号 
平成２３年（措）第１５号排除措置命令の取消しを

求める。 

平成２４年（判）第２４号 
平成２３年（納）第２６６号課徴金納付命令の取消

しを求める。 

富士タクシー株式会社 

平成２４年（判）第９号 
平成２３年（措）第１５号排除措置命令の取消しを

求める。 

平成２４年（判）第２５号 
平成２３年（納）第２６７号課徴金納付命令の取消

しを求める。 

さくら交通株式会社 

平成２４年（判）第１０号 
平成２３年（措）第１５号排除措置命令の取消しを

求める。 

平成２４年（判）第２６号 
平成２３年（納）第２６８号課徴金納付命令の取消

しを求める。 

第一タクシー株式会社 

平成２４年（判）第１１号 
平成２３年（措）第１５号排除措置命令の取消しを

求める。 

平成２４年（判）第２７号 
平成２３年（納）第２７０号課徴金納付命令の取消

しを求める。 

昭和交通観光株式会社 

平成２４年（判）第１２号 
平成２３年（措）第１５号排除措置命令の取消しを

求める。 

平成２４年（判）第２８号 
平成２３年（納）第２７１号課徴金納付命令の取消

しを求める。 

県都タクシー株式会社 

平成２４年（判）第１３号 
平成２３年（措）第１５号排除措置命令の取消しを

求める。 

平成２４年（判）第２９号 
平成２３年（納）第２７３号課徴金納付命令の取消

しを求める。 

星山工業株式会社 

平成２４年（判）第１４号 
平成２３年（措）第１５号排除措置命令の取消しを

求める。 

平成２４年（判）第３０号 
平成２３年（納）第２７６号課徴金納付命令の取消

しを求める。 

株式会社小針タクシー 

平成２４年（判）第１６号 
平成２３年（措）第１５号排除措置命令の取消しを

求める。 

平成２４年（判）第３２号 
平成２３年（納）第２８０号課徴金納付命令の取消

しを求める。 

東港タクシー株式会社 

平成２４年（判）第１７号 
平成２３年（措）第１５号排除措置命令の取消しを

求める。 

平成２４年（判）第３３号 
平成２３年（納）第２８１号課徴金納付命令の取消

しを求める。 

光タクシー有限会社 

平成２４年（判）第１８号 
平成２３年（措）第１５号排除措置命令の取消しを

求める。 

平成２４年（判）第３４号 
平成２３年（納）第２８２号課徴金納付命令の取消

しを求める。 

株式会社ＮＫ交通 

平成２４年（判）第１９号 
平成２３年（措）第１５号排除措置命令の取消しを

求める。 

平成２４年（判）第３５号 
平成２３年（納）第２８４号課徴金納付命令の取消

しを求める。 
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事業者名 審判事件番号 審判請求の趣旨 

ハマタクシー株式会社 

平成２４年（判）第２０号 
平成２３年（措）第１５号排除措置命令の取消しを

求める。 

平成２４年（判）第３６号 
平成２３年（納）第２８５号課徴金納付命令の取消

しを求める。 

株式会社聖篭タクシー 

平成２４年（判）第２１号 
平成２３年（措）第１５号排除措置命令の取消しを

求める。 

平成２４年（判）第３７号 
平成２３年（納）第２８６号課徴金納付命令の取消

しを求める。 

都タクシー株式会社 

（本店所在地が新潟市

北区の者） 

平成２４年（判）第２２号 
平成２３年（措）第１５号排除措置命令の取消しを

求める。 

平成２４年（判）第３８号 
平成２３年（納）第２８９号課徴金納付命令の取消

しを求める。 

有限会社東重機運輸 

平成２４年（判）第２３号 
平成２３年（措）第１５号排除措置命令の取消しを

求める。 

平成２４年（判）第３９号 
平成２３年（納）第２９０号課徴金納付命令の取消

しを求める。 
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